
規 則

�愛媛県規則第２５号
愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則の一部を改正する規則

愛媛県中小企業高度化資金貸付規則（昭和３１年愛媛県規則第６２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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附 則

（貸付金の限度等の特例）

３ 一の借主に対して貸し付ける貸付金の金額、利率及び据置期間

は、中小企業者の事業活動におけるエネルギーの有効利用等を図

るために特に必要な設備として知事が認めるもの及び当該設備の

整備に係る施設を貸付対象施設とする高度化資金の貸付け（平成

２９年３月３１日までに貸付決定を行うものに限る。）を行う場合に

あつては、別表第２貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の

欄、別表第３貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の欄並び

に別表第４貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の欄の規定

にかかわらず、次の表のとおりとする。

附 則

（貸付金の限度等の特例）

３ 一の借主に対して貸し付ける貸付金の金額、利率及び据置期間

は、中小企業者の事業活動におけるエネルギーの有効利用等を図

るために特に必要な設備として知事が認めるもの及び当該設備の

整備に係る施設を貸付対象施設とする高度化資金の貸付け（平成

２６年３月３１日までに貸付決定を行うものに限る。）を行う場合に

あつては、別表第２貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の

欄、別表第３貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の欄並び

に別表第４貸付金の金額の欄、利率の欄及び据置期間の欄の規定

にかかわらず、次の表のとおりとする。

貸 付 金 の 金 額 利 率 据置期間 貸 付 金 の 金 額 利 率 据置期間

毎週（火・金）曜日発行 第２７６３号 平成２８年４月８日

平成２８年４月８日金曜日 第２７６３号

愛 媛 県 報

３１７



貸付対象者が貸付対象施設を取得し、造成

し、又は整備するのに必要な資金（以下

「整備資金」という。）の１００分の９９に相

当する額（整備資金の額が１，０００万円を超

える場合にあつては、整備資金の額から１０

万円を減じた額）以内

年０．６５

パーセ

ント以

内

省略 貸付対象者が貸付対象施設を取得し、造成

し、又は整備するのに必要な資金（以下

「整備資金」という。）の１００分の９９に相

当する額（整備資金の額が１，０００万円を超

える場合にあつては、整備資金の額から１０

万円を減じた額）以内

年１．０５

パーセ

ント以

内

省略

別表第２（第３条―第５条関係） 別表第２（第３条―第５条関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者等（中

小企業の新たな

事業活動の促進

に 関 す る 法 律

（平成１１年法律

第１８号。以 下

「中小企業新事

業活動促進法」

という。）第９

条第１項に規定

する中小企業者

等をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．６５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については

、無利子と

する。

ア～ウ 省

略

省

略

１ 経

営革

新計

画承

認グ

ルー

プ資

金

経営革新計画

承認グループ事

業を実施する中

小企業者等（中

小企業の新たな

事業活動の促進

に 関 す る 法 律

（平成１１年法律

第１８号。以 下

「中小企業新事

業活動促進法」

という。）第９

条第１項に規定

する中小企業者

等をいう。）

経営革

新計画承

認グルー

プ事業の

用に供す

る土地、

建物（関

連施設を

含む。以

下同じ。）

、構築物

（関連施

設を含む

。以下同

じ。）又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年１．０５パ

ーセント。

ただし、

次のい

ずれかに該

当する場合

は

、無利子と

する。

ア～ウ 省

略

省

略

２ 省

略

２ 省

略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物

、構築物

又は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年０．６５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

若しくは緊

急健康被害

等防止貸付

又は次のい

ずれかに該

当する場合

については

、無利子と

する。

ア～ウ 省

略

省

略

３ 下

請振

興事

業計

画承

認グ

ルー

プ資

金

下請振興事業

計画承認グルー

プ事業を実施す

る特定下請組合

等（下請中小企

業振興法（昭和

４５年法 律 第１４５

号）第５条第１

項に規定する特

定下請組合等を

いう。）

下請振

興事業計

画承認グ

ループ事

業の用に

供する土

地、建物

、構築物

又は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては、

１００分の

９０）以

内

年１．０５パ

ーセント。

ただし、

次のい

ずれかに該

当する場合

は

、無利子と

する。

ア～ウ 省

略

省

略

４ 省

略

４ 省

略

５ 施

設集

約化

資金

事業協同組合

、事業協同小組

合若しくは協同

組合連合会、こ

れらの組合員若

省略 ５ 施

設集

約化

資金

事業協同組合

、事業協同小組

合、協同組合連

合会

省略

愛 媛 県 報平成２８年４月８日 第２７６３号
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し く は 所 属 員

（以下「組合員

等」という。）

である特定中小

事業者（独立行

政法人中小企業

基盤整備機構法

施行令（平成１６

年政令第１８２号。

以下「政令」と

いう。）第２条

第１項第３号に

規定する特定中

小事業者をいう

。以下同じ。）

、企業組合若し

くは協業組合、

協業組合又は合

併会社若しくは

出資会社

、

協業組合、合併

会社又は

出資会社

６ 共

同施

設資

金

特定中小企業

団体（政令

第２条

第１項第２号イ

に規定する特定

中小企業団体を

いう。以下同じ。

）、その組合員

等である特定中

小事業者、企業

組合若しくは協

業組合又は企業

組合若しくは協

業組合

省略 ６ 共

同施

設資

金

特定中小企業

団体（独立行政

法人中小企業基

盤整備機構法施

行令（平成１６年

政 令 第１８２号。

以下「政令」と

いう。）第２条

第１項第２号イ

に規定する特定

中小企業団体を

いう。以下同じ。

）、

企業

組合又は 協

業組合

省略

７・８

省略

７・８

省略

９ 集

団化

資金

事業協同組合

若しくは協同組

合連合会又はこ

れらの組合員等

である特定中小

事業者、企業組

合若しくは協業

組合

省略 ９ 集

団化

資金

事業協同組合

若しくは協同組

合連合会又はこ

れらの組合員若

し く は 所 属 員

（以下「組合員

等」という。）

である特定中小

企業者、企業組

合若しくは協業

組合

省略

愛 媛 県 報平成２８年４月８日 第２７６３号
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告 示

�������
�愛媛県告示第４１４号
理容師法（昭和２２年法律第２３４号）第１１条の４第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理理容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明３丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

公益財団法人理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

平成２８年８月２２日、平成２８年８月２９日、平成２８年９月１２日の３

日間

４ 講習場所

松山市持田町三丁目８番１５号

愛媛県総合社会福祉会館

５ 受講料

１８，０００円

�������
�愛媛県告示第４１５号
美容師法（昭和３２年法律第１６３号）第１２条の３第２項の規定によ

り、次のとおり講習会を指定した。

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第４１３号
次のとおり落札者を決定した。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１０ 省

略

１０ 省

略

別表第４（第３条―第５条関係） 別表第４（第３条―第５条関係）

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

高度化

資金の

種類

貸付対象者
貸付対象

施設

貸付金

の金額
利 率

償

還

期

間

据

置

期

間

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地

、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては１００

分の９０

）以内

年０．６５パ

ーセント。

ただし、災

害復旧貸付

及び緊急健

康被害等防

止貸付につ

いては、無

利子とする

。

省

略

１ 地

域産

業創

造基

盤整

備活

性化

資金

特定会社、一

般社団法人等、

商工会等又は市

町（地域産業創

造基盤整備事業

を行つたものに

限る。）

地域産

業創造基

盤整備活

性化事業

の用に供

する土地

、建物、

構築物又

は設備

整備

資金の

１００分の

８０（災

害復旧

貸付及

び緊急

健康被

害等防

止貸付

につい

ては１００

分の９０

）以内

年１．０５パ

ーセント

省

略

２ 省

略

２ 省

略

落札に係る特定役務の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続き 入 札 公 告 日

広報紙の印刷及び新聞折り込み業務
一式

愛媛県企画振興部
政策企画局広報広
聴課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２８年３月２８日
株式会社愛媛新聞社
愛媛県松山市大手町一
丁目１２番地１

７．０２円
（一部当たり） 一般競争入札 平成２８年２月１６日

愛 媛 県 報平成２８年４月８日 第２７６３号
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平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 講習会の名称

管理美容師資格認定講習会

２ 主催者

東京都江東区有明３丁目７番２６号 有明フロンティアビルＢ棟

９階

公益財団法人理容師美容師試験研修センター

３ 講習日

平成２８年８月２２日、平成２８年８月２９日、平成２８年９月１２日の３

日間

４ 講習場所

松山市持田町三丁目８番１５号

愛媛県総合社会福祉会館

５ 受講料

１８，０００円

�愛媛県告示第４１６号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フレスポ西条店 西条市新田字市塚新
田１５５番地 外２１筆

大規模小売店舗において小売
業を行う者

株式会社宮脇書店
ほか９者

株式会社宮脇書店
ほか７者

平成２５年
５月２２日
ほか

平成２８年
３月２９日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４１７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに西条市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ザグザグ西条大町店 西条市大町３２２－１
外 大規模小売店舗の名称 マックスバリュ西条

大町店 ザグザグ西条大町店 平成２７年
７月１日

平成２８年
３月２８日

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社

株式会社ザグザグ
株式会社ワッツ

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに西条市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

愛 媛 県 報平成２８年４月８日 第２７６３号
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� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４１８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示

の日から４月間縦覧に供する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

ザ・ビッグ松神子店 新居浜市松神子三丁
目８９番１ 外

大規模小売店舗において小売
業を行う者

マックスバリュ西日
本株式会社
株式会社あまげん
株式会社セリア

マックスバリュ西日
本株式会社
株式会社ザグザグ
株式会社セリア

平成２６年
１０月９日

平成２８年
３月２８日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者

株式会社セリア
代表取締役
河合 宏光

株式会社セリア
代表取締役
河合 映治

平成２６年
６月２４日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４１９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

マックスバリュ今治阿方
店

今治市阿方字山之間
甲３７１番２ 外２３筆

大規模小売店舗において小売
業を行う者の住所

株式会社大創産業
代表取締役
矢野 博丈
広島県東広島市西条
町大字吉行字向１番
地の６０

株式会社大創産業
代表取締役
矢野 博丈
広島県東広島市西条
吉行東一丁目４番１４
号

平成１６年
３月１日

平成２８年
３月２８日

大規模小売店舗において小売
業を行う者の代表者

株式会社宮脇書店
代表取締役
宮脇 富子

株式会社宮脇書店
代表取締役
宮脇 範次

平成２４年
１１月１２日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

愛 媛 県 報平成２８年４月８日 第２７６３号
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示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４２０号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日

から４月間縦覧に供する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンモール今治新都市 今治市にぎわい広場
１番１ 外 大規模小売店舗を設置する者 イオンモール株式会

社

イオンモール株式会
社
越智今治農業協同組
合

平成２７年
１１月１８日

平成２８年
３月２８日

大規模小売店舗の名称 （仮称）イオンモー
ル今治新都市

イオンモール今治新
都市

平成２８年
３月１日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４２１号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産

業経済部今治支局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

イオンモール今治新都市 今治市にぎわい広場
１番１ 外 駐輪場の位置 ４箇所 ５箇所 平成２８年

４月１９日
平成２８年
３月２８日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

愛 媛 県 報平成２８年４月８日 第２７６３号
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なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び東予地方局産業経済部今治支

局商工観光室並びに今治市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第４２２号
愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程（昭和３６年１２月愛媛県告示第１０５１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県農業近代化資金利子補給金交付規程の規定は、平成２８年３月１８日以降利子補給承認される農業近代化資金について適用し、

同日前に利子補給承認された農業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利子補給率）

第２条 前条の利子補給の対象となる農業近代化資金の種類及び利

子補給率は、次のとおりとする。

農業近代化資金

の種類

利 子 補 給 率 農業近代化資金

の種類

利 子 補 給 率

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

法第２条第２

項第１号、第

２号、第４号

及び第５号に

掲げる融資機

関が同条第１

項第１号に掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第１号に掲

げる融資機関

が同条第１項

第２号から第

４号までに掲

げる者に貸し

付ける場合

法第２条第２

項第２号から

第５号までに

掲げる融資機

関が同条第１

項第２号から

第４号までに

掲げる者に貸

し付ける場合

１ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分３厘 年１分３厘 年７厘５毛 １ 畜舎、果樹

棚、農機具そ

の他の農作物

の生産、流通

又は加工に必

要な施設の改

良、造成、復

旧又は取得に

要 す る 資 金

（農地又は牧

野の改良、造

成、復旧又は

取得に要する

ものを除く。）

年１分３厘 年１分３厘 年６厘

２～５ 省略 ２～５ 省略

６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

年１分３厘 年７厘５毛 ６ 診療施設そ

の他の農村に

おける環境の

整備のために

必要な施設で

年１分３厘 年６厘

愛 媛 県 報平成２８年４月８日 第２７６３号
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�愛媛県告示第４２３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定に

より、宇和島市三間町曽根、大藤、成家、務田、則及び黒井地地域

に係る県営土地改良事業計画を変更したので、同条第６項において

準用する同法第８７条第５項の規定により、次のとおり土地改良事業

変更計画書の写しを縦覧に供する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

県営土地改良事業（ため池等整備事業・成妙地区）変更計画書

の写し

２ 縦覧期間

平成２８年４月１１日から５月１２日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所三間支所

�������
�愛媛県告示第４２４号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第４２５号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

新居浜市大永山字須領スズ尾３４４の１０７

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�愛媛県告示第４２６号
愛媛県漁業近代化資金利子補給規程（昭和４４年１０月愛媛県告示第８８１号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県漁業近代化資金利子補給規程の規定は、平成２８年３月１８日以降に利子補給承認される漁業近代化資金について適用し、同

日前に利子補給承認された漁業近代化資金については、なお従前の例による。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

あつて農林水

産大臣の定め

る も の の 改

良、造成又は

取得に要する

資金（法第２

条第１項第２

号から第４号

までに掲げる

者に貸し付け

られるものに

限る。）

７ 省略 ７ 省略

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 古泉地区（伊予
市） 平成２８年３月７日

改 正 後 改 正 前

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

（利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び補給率）

第２条 利子補給の対象となる漁業近代化資金の種類及び利子補給

率は、次のとおりとする。

漁業近代化資金の種

類

利 子 補 給 率 漁業近代化資金の種

類

利 子 補 給 率

法第２条

第２項第

法第２

条第２

法第

２条

法第２

条第２

法第２

条第２

法第２条

第２項第

法第２

条第２

法第

２条

法第２

条第２

法第２

条第２
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１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同

条第１項

第１号か

ら第５号

まで及び

第１０号に

掲げる者

（漁業近

代化資金

融通法施

行令（昭

和４４年政

令第２０９

号。以下

「令」と

いう。）

第５条に

規定する

団体に限

る。）に

貸し付け

る場合

項第５

号に掲

げる融

資機関

が、同

条第１

項第１

号から

第５号

まで及

び第１０

号に掲

げる者

（令第

５条に

規定す

る団体

に限る

。）に

貸し付

ける場

合

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

項第２

号及び

第４号

に掲げ

る融資

機関が

、同条

第１項

第６号

から第

１０号ま

でに掲

げる者

（同号

に掲げ

る者に

あつて

は、令

第５条

に規定

する団

体を除

く。）

に貸し

付ける

場合

項第５

号に掲

げる融

資機関

が、同

条第１

項第６

号から

第１０号

までに

掲げる

者（同

号に掲

げる者

にあつ

ては、

令第５

条に規

定する

団体を

除く。

）に貸

し付け

る場合

１号から

第４号ま

でに掲げ

る融資機

関が、同

条第１項

第１号か

ら第５号

まで及び

第１０号に

掲げる者

（漁業近

代化資金

融通法施

行令（昭

和４４年政

令第２０９

号。以下

「令」と

いう。）

第５条に

規定する

団体に限

る。）に

貸し付け

る場合

項第５

号に掲

げる融

資機関

が、同

条第１

項第１

号から

第５号

まで及

び第１０

号に掲

げる者

（令第

５条に

規定す

る団体

に限る

。）に

貸し付

ける場

合

第２

項第

１号

に掲

げる

融資

機関

が、

同条

第１

項第

６号

に掲

げる

者に

貸し

付け

る場

合

項第２

号及び

第４号

に掲げ

る融資

機関が

、同条

第１項

第６号

から第

１０号ま

でに掲

げる者

（同号

に掲げ

る者に

あつて

は、令

第５条

に規定

する団

体を除

く。）

に貸し

付ける

場合

項第５

号に掲

げる融

資機関

が、同

条第１

項第６

号から

第１０号

までに

掲げる

者（同

号に掲

げる者

にあつ

ては、

令第５

条に規

定する

団体を

除く。

）に貸

し付け

る場合

１・２ 省略 １・２ 省略

３ 漁船漁具保管修

理施設、漁業用資

材保管施設、漁船

用油水供給施設、

養殖池、蓄養池、

水 産 種 苗 生 産 施

設、養 殖 用 作 業

舎、水産物処理施

設、水産物保蔵施

設、水産物加工施

設、製 氷 冷 凍 施

設、水産物等運搬

施設、水産物販売

施設又は漁業用通

信施設の改良、造

成又は取得に必要

な資金（漁船の改

造、建造若しくは

取得に必要なもの

又は次号若しくは

第５号に掲げるも

のを除く。）

年１分３

厘

年１分

１厘

年１

分３

厘

年７厘

５毛

年７厘

５毛

３ 漁船漁具保管修

理施設、漁業用資

材保管施設、漁船

用油水供給施設、

養殖池、蓄養池、

水 産 種 苗 生 産 施

設、養 殖 用 作 業

舎、水産物処理施

設、水産物保蔵施

設、水産物加工施

設、製 氷 冷 凍 施

設、水産物等運搬

施設、水産物販売

施設又は漁業用通

信施設の改良、造

成又は取得に必要

な資金（漁船の改

造、建造若しくは

取得に必要なもの

又は次号若しくは

第５号に掲げるも

のを除く。）

年１分３

厘

年１分

１厘

年１

分３

厘

年６厘 年６厘

４～６ 省略 ４～６ 省略

７ 漁村情報処理・

通信施設（有線放

同上 年７厘

５毛

年７厘

５毛

７ 漁村情報処理・

通信施設（有線放

同上 年６厘 年６厘
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�愛媛県告示第４２７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市新須賀土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出

があった。

平成２８年４月８日

愛媛県東予地方局長 菅 豊 正

退 任

�������
�愛媛県告示第４２９号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の３６第１項の規定に

基づき、次のとおり包括外部監査契約を締結した。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 包括外部監査契約を締結した者の氏名及び住所

大西 聰一

松山市松前町二丁目２番地３

２ 包括外部監査契約の期間の始期

平成２８年４月１日

３ 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用

の額の算定方法及び支払方法

� 費用の額の算定方法

基本費用の額並びに執務費用及び実費の額の合算

� 費用の支払方法

執務費用及び実費に相当する額の範囲内における概算払並び

に監査の結果に関する報告に基づく支払

�愛媛県告示第４２８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局八幡浜土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３０号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定によりパ－キングチケット発給手数料の収納事務を次のとおり委託した。

送施設及び有線放

送 電 話 施 設 を 含

む。）、漁船船員

臨時宿泊施設、漁

業者研修施設、集

会 施 設、託 児 施

設、診療施設、水

道施設、ガス供給

施 設、下 水 道 施

設、地 域 休 養 施

設、漁 村 広 場 施

設、漁 村 セ ン タ

ー、生活安全保護

施設、連絡道又は

廃棄物処理施設の

改良、造成又は取

得に必要な資金

送施設及び有線放

送 電 話 施 設 を 含

む。）、漁船船員

臨時宿泊施設、漁

業者研修施設、集

会 施 設、託 児 施

設、診療施設、水

道施設、ガス供給

施 設、下 水 道 施

設、地 域 休 養 施

設、漁 村 広 場 施

設、漁 村 セ ン タ

ー、生活安全保護

施設、連絡道又は

廃棄物処理施設の

改良、造成又は取

得に必要な資金

８ 省略 ８ 省略

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 伊 藤 忠 幸 新居浜市新須賀町一丁目４番４４号

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３７８号
八幡浜市江戸岡１２５２番４から

同市江戸岡１２５２番２まで
平成２８年４月８日
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公 告

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第４３１号
地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１５８条第２項の規定によりパ－キングチケット発給手数料の収納事務を次のとおり委託した。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２８年４月８日

愛媛県知事 中 村 時 広

受託者名称 受託者の主たる事務所の所在地 委託した事務の範囲及び内容 委 託 期 間

一般社団法人 愛媛県交通安全協会 愛媛県松山市勝岡町１１６３番地７ パ－キングチケット発給設備（松山市内）
からの手数料の収納の事務

平成２８年４月１日から

平成２９年３月３１日まで

受託者名称 受託者の主たる事務所の所在地 委託した事務の範囲及び内容 委 託 期 間

一般社団法人 愛媛県交通安全協会 愛媛県松山市勝岡町１１６３番地７ パ－キングチケット発給設備（今治市内）
からの手数料の収納の事務

平成２８年４月１日から

平成２９年３月３１日まで

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２８年３月２８日
特定非営利活動法人
ヘルスプロモーション・ネット
ワーク

井 門 恵理子 松山市喜与町１丁目３番地１シャ
ンボール喜与町２０１号

本法人は健康増進を目指す個人・団体、運動選
手・スポーツ愛好家、および子供に対して、
「食」と「運動」の両面から健康増進・スポー
ツパフォーマンス向上など、その支援事業及び
教育事業を行い、あわせてネットワーク体制の
組織化を図ることにより、地域住民の健康増進
および子供の健全な育成を図ることを目的とす
る。

平成２８年４月８日 発行
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